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検討事項について（案） 

＜平成 24年改正関係＞ 

１．日雇派遣の原則禁止 

２．グループ企業内派遣の８割規制 

３．いわゆるマージン率等の情報提供 

４．労働契約申込みみなし 

５．離職後１年以内の労働者派遣の禁止 

＜平成 27年改正等関係＞ 

６．許可制 

７．初回許可の有効期間 

８．雇用安定措置 

９．派遣受入期間の制限 

10．計画的な教育訓練・相談機会の確保 

11．特定目的行為の禁止 

12．法令違反を繰り返す派遣元の公表 

13．派遣先の団体交渉応諾義務 

14．その他 
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１．日雇派遣の原則禁止 

（１）現行制度の概要 

派遣元事業主は、一部の場合（※）を除き、日雇労働者（日々又は 30日以内の期

間を定めて雇用する労働者）について労働者派遣を行ってはならない。（法第 35 条

の４） 

（※）禁止の例外 

① 日雇労働者の適正な雇用管理に支障を及ぼすおそれがないと認められる業

務（ソフトウェア開発、通訳等いわゆる 17.5業務）について派遣する場合 

② 雇用機会の確保が特に困難な労働者等を派遣する場合 

 （60歳以上の者、雇用保険の適用を受けない学生、副業として従事する者（生

業収入 500万円以上）、主たる生計者以外の者（世帯収入 500万円以上）） 

 

（２）見直しに係る指摘等（未措置のもの。以下同じ。） 

  ○ 労働者派遣制度の改正について（平成 26 年１月 29 日労働政策審議会建議（以

下「労働政策審議会建議」という。）） 

 平成 24 年改正法の規定については、施行状況についての情報の蓄積を図りつ

つ、見直しについて引き続き当審議会において検討を行うことが適当である。 

 一方、日雇派遣の原則禁止については、以下の観点に留意しつつ、法改正を行

わずに実施できる見直しについて、今回の制度全体に係る見直しと併せて実施す

ることを検討することが適当である。 

① 労働者が日雇派遣による収入に生計を頼ることがないようにしつつも、現

在の年収要件を見直すことにより雇用の機会を拡大すること 

② 教育訓練を十分に受けていない労働者が日雇派遣に従事することによる労

働災害の発生を防ぐこと 

 

  ○ 規制改革実施計画（令和元年６月 21日閣議決定）（抄） 

Ⅱ 分野別実施事項 

４．保育・雇用分野 

(8)福祉及び介護施設における看護師の日雇派遣に関するニーズの実態調査と公表 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 

13 

福祉及び介護施設に

おける看護師の日雇

派遣に関するニーズ

の実態調査と公表 

看護師、福祉及び介護施設等の事業者、

派遣事業関係者に対して、福祉及び介

護施設等における看護師の日雇派遣に

関するニーズ、派遣労働者として働い

ている看護師の雇用管理上の課題等の

実態調査を行う。 

令和元年度上期

調査開始、令和

元年度内に公表 
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６．その他重要課題 

(5)日雇派遣におけるルールの見直し 

No. 事項名 規制改革の内容 実施時期 

6 
日雇派遣におけるル

ールの見直し 

日雇派遣に関して、労働者保護に留意

しつつ、雇用機会を広げるために、「副

業として行う場合」の年収要件の見直

しを検討し、速やかに結論を得る。 

令和元年度検討

開始、速やかに

結論 
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２．グループ企業内派遣の８割規制 

（１）現行制度の概要 

派遣元事業主は、一事業年度における関係派遣先（グループ企業）（※）への派遣

割合を８割以下にしなければならない。（法第 23条の２） 

（※）関係派遣先とは、派遣元事業主の親会社・派遣元事業主の親会社の子会社 

（連結決算導入の場合には連結決算の範囲で判断、それ以外の場合には外形

基準（持株基準等）で判断） 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 労働政策審議会建議 

 平成 24 年改正法の規定については、施行状況についての情報の蓄積を図りつ

つ、見直しについて引き続き当審議会において検討を行うことが適当である。 
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３．いわゆるマージン率等の情報提供 

（１）現行制度の概要 

派遣元事業主は、事業所ごとの派遣労働者の数、派遣先の数、労働者派遣に関す

る料金額と派遣労働者の賃金額の差額の労働者派遣に関する料金額に占める割合

（いわゆるマージン率）、教育訓練に関する事項等に関し、情報提供しなければなら

ない。（法第 23条第５項） 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 労働政策審議会建議 

平成 24 年改正法の規定については、施行状況についての情報の蓄積を図りつ

つ、見直しについて引き続き当審議会において検討を行うことが適当である。 

 

  ○ 労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律等の

一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成 27年９月８日参議院厚生労働委員

会（以下「平成 27年改正法附帯決議」という。）） 

マージン率については、派遣労働者保護の観点から社会通念上適切な範囲があ

ると考えられることに鑑み、その規制の在り方について検討すること。 

 

  



6 

 

４．労働契約申込みみなし 

（１）現行制度の概要 

   違法派遣が行われた時点で、善意無過失である場合を除き、派遣先がその派遣労

働者に労働契約を申し込んだものとみなす。（法第 40条の６） 

（※）労働契約申込みみなし制度の対象となる「違法派遣」 

・ 労働者派遣事業の禁止業務（港湾運送業務、建設業務、警備業務等）に従事

させた場合 

・ 無許可の事業主から労働者派遣を受け入れた場合 

・ 期間制限に違反して労働者派遣を受け入れた場合 

・ いわゆる偽装請負の場合（労働者派遣法等の適用を免れる目的で、必要と

される事項を定めずに労働者派遣を受け入れた場合） 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 労働政策審議会建議 

平成 24 年改正法の規定については、施行状況についての情報の蓄積を図りつ

つ、見直しについて引き続き当審議会において検討を行うことが適当である。 

 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

労働契約申込みみなし制度の実効性を担保するため、派遣労働者に対してみな

し制度の周知を図るとともに、派遣労働者がみなし制度を利用できる状態にある

ことを認識できる仕組みを設けること。 （略） さらに、離職した労働者を離職

後一年以内に派遣労働者として受け入れてはならないとの禁止規定に違反した場

合、事前面接を始めとする派遣労働者を特定することを目的とする行為を行った

場合、グループ企業内派遣の八割規制に違反した場合等の派遣先の責任を強化す

るため、みなし制度の対象を拡大することについて検討すること。 
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５．離職後１年以内の労働者派遣の禁止 

（１）現行制度の概要 

   ある事業者を離職した労働者を離職後１年以内に当該事業者へ派遣労働者として

派遣すること、当該事業者が派遣労働者として受け入れることを禁止。（法第 35 条

の５、第 40条の９） 

  （※）60歳以上の定年退職者は禁止対象から除外。  

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 労働政策審議会建議 

平成 24 年改正法の規定については、施行状況についての情報の蓄積を図りつ

つ、見直しについて引き続き当審議会において検討を行うことが適当である。 

 

 

  



8 

 

６．許可制 

（１）現行制度の概要 

   全ての労働者派遣事業について、厚生労働大臣の許可が必要。（法第５条） 

・ 労働者派遣事業の許可は、事業主単位（新たな事業所の設置は届出で可）。 

・ 許可の有効期間は、新規３年、更新５年。 

・ 平成 27年改正法により、特定労働者派遣事業（常時雇用される労働者だけを

労働者派遣の対象として行う届出制の労働者派遣事業）を廃止。 

（※）改正前から届出により特定労働者派遣事業を営む者については、平成 30年

９月 29日まで、経過措置により、引き続き当該事業を行うことが可能とされ

ていた。 

   また、同日までに許可申請を行っている特定労働者派遣事業者については、

許可又は不許可の処分がある日まで当該事業を行うことが可能。 

 

（２）見直しに係る指摘等 

   該当なし 
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７．初回許可の有効期間 

（１）現行制度の概要 

   全ての労働者派遣事業について、厚生労働大臣の許可が必要。（法第５条） 

・ 労働者派遣事業の許可は、事業主単位（新たな事業所の設置は届出で可）。 

・ 許可の有効期間は、新規３年、更新５年。 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

労働者派遣事業の許可に当たっては、事業運営の実績等がない中で書面による

審査にならざるを得ないこと等に鑑み、最初の許可更新の際に、当該更新を受け

ようとする派遣元事業主が許可基準を満たしていることを労働政策審議会に報告

することとし、その効果を検証した上で、初回の許可の有効期間である三年を短

縮することについても検討すること。 
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８．雇用安定措置 

（１）現行制度の概要 

   派遣元事業主は、同一の組織単位（いわゆる「課」に相当）への派遣期間が一定期

間に達する有期雇用派遣労働者について、 

以下のいずれかを実施する責務がある。（法第 30条） 

  ① 派遣先への直接雇用の依頼 

  ② 新たな派遣先の提供 （※ 能力、経験等に照らして合理的なものに限る） 

  ③ 派遣元での派遣労働者以外の労働者としての無期雇用 

  ④ その他雇用の安定を図るために必要な措置 

 

（２）見直しに係る指摘等 

   該当なし 
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９．派遣受入期間の制限 

（１）現行制度の概要 

 ＜派遣先事業所単位＞ 

 派遣先の同一の事業所における派遣労働者の継続的な受入れは原則３年が上限。

それを超えて受け入れようとする場合には、過半数労働組合等からの意見聴取が必

要。異議があった場合には対応方針等の説明が必要。（法第 35条の２、第 40条の２） 

＜派遣労働者個人単位＞ 

派遣先の同一の組織単位（いわゆる「課」に相当）における同一の派遣労働者の継

続的な受入れは３年が上限。（法第 35条の３、第 40条の３） 

 （※）無期雇用派遣労働者、60歳以上の者等は事業所単位・個人単位ともに期間制限

が適用されない。 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

国として過半数労働組合のある事業所の割合、意見聴取において過半数労働組

合等から反対意見が出された割合及びその内容等の実態を把握するための調査及

び分析を行うこと。（略） 

労働者が過半数代表者であること若しくは過半数代表者になろうとしたこと又

は過半数代表者として正当な行為をしたことを理由として不利益な取扱いをして

はならないことを省令で定め、その違反に対しては厳正に対処すること。その状

況によっては、不利益取扱いに関する規制の在り方について検討すること。 

 

  



12 

 

10．計画的な教育訓練・相談機会の確保 

（１）現行制度の概要 

   派遣元事業主は、派遣労働者に対し、段階的かつ体系的な教育訓練を実施しなけ

ればならない。無期雇用派遣労働者に対しては、職業生活の全期間を通じて、その

能力を有効に発揮できるように配慮しなければならない。（法第 30条の２第１項） 

   また、派遣元事業主は、派遣労働者の求めに応じ、相談（キャリアコンサルティ

ング）の機会の確保等の援助を行わなければならない。（法第 30条の２第３項） 

 

（２）見直しに係る指摘等 

   該当なし 
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11．特定目的行為の禁止 

（１）現行制度の概要 

   労働者派遣（紹介予定派遣を除く。）の役務の提供を受けようとする者は、労働者

派遣契約の締結に際し、派遣労働者を特定することを目的とする行為をしないよう

に努めなければならない。（法第 26条第６項） 

   また、派遣先指針において、「派遣先は、紹介予定派遣の場合を除き（略）、派遣労

働者を特定することを目的とする行為を行わないこと」としている。 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

派遣先による派遣労働者を特定することを目的とする行為は、労働者派遣法の

趣旨に照らし不適当な行為であることに鑑み、その禁止の義務化について検討す

ること。 
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12．法令違反を繰り返す派遣元の公表 

（１）現行制度の概要 

   法律上、派遣元事業主を対象とする公表規定はないが、行政処分を行った場合は

運用上その旨を公表している。 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

法令違反を繰り返す派遣元事業主に対しては、厳正なる指導監督の強化、許可

の取消しを含めた処分の徹底を行うとともに、企業名の公表についても検討する

こと。 
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13．派遣先の団体交渉応諾義務 

（１）現行制度の概要 

   派遣先指針において、「派遣先は、派遣労働者の苦情の処理を行うに際しては、派

遣先の労働組合法（昭和 24年法律第 174号）上の使用者性に関する代表的な裁判例

や中央労働委員会の命令に留意すること」としている。 

 

（２）見直しに係る指摘等 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

派遣先の団体交渉応諾義務の在り方について、法制化も含めた検討を行うこと

とし、その際、労働時間管理、安全衛生、福利厚生、職場におけるハラスメント、

労働契約申込みみなし制度の適用等に関する事項に係る団体交渉における派遣先

の応諾義務についても検討すること。 
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＜参考：検討に当たり留意すべき事項＞ 

 

  ○ 平成 27年改正法附帯決議 

平成二十四年改正法の見直しの検討に当たっては、派遣労働者の保護や待遇が

後退することとならないようにすること。 

労働者派遣法改正（注：平成 27 年改正法）について、施行後の状況を踏まえ、

その見直しについての検討を行う際には、今回の改正により新設された個人単位

及び事業所単位の期間制限、雇用安定措置等の改正規定について、常用代替防止、

派遣労働者の保護、雇用の安定等の観点から検討を行うものとすること。 

 

 


